
 

建ぺい率 容積率 高さ 用途 農用地区域に関する制限

現行制度 50%以内 100%以内 12.0m以内
 製造業及び関連研究
 運送、倉庫、店舗等

 区域内は地区計画決定を不可
 地区計画決定を目的とした除外を不可

特例規定 60%以内 200%以内 必要な高さ※
 製造、流通、 IT関連
 及び研究施設

 上記取り扱いを可能に変更

 ※必要な高さ＝地域の個性、特性を尊重し周辺環境及び景観に配慮した施設の機能上必要な高さ

半導体関連産業の集積に向けた産業用地整備の実施手法について 

 

産業振興課 

１ 実施概要                                   
  

 令和 4 年 12 月に策定した「半導体関連産業の集積に向けた産業用地整備方針（以下「整備方

針」という。）」に基づき、集積推進エリアのうち適地（公募エリア）を選定し、民間活力を活用し

た官民連携による産業用地の整備を図る。 

 公募エリアにおいて民間事業者による産業用地整備に関する開発計画の提案を募集し、市が土地

利用に関する計画策定等による支援を行うなど、市と選定事業者が連携して整備を進める。 

  
  

２ 公募エリアの選定                               
  

 集積推進エリアのうち、優良農地の保全や宅地化の進行状況に加え、浸水等の災害リスクや取引

先（半導体関連産業）との近接性等の企業ニーズ等の観点から、産業用地の集積地として特に優位

性が高いエリア４か所を選定する。 
  

（公募エリア） 

①  植木 IC 

②  北熊本 SIC   の概ね半径 1km 圏内 

③  城南 SIC 

④  一般県道熊本空港線（一般県道益城菊陽線以東）、国道 443 号沿線エリア 

  
  

３ 民間事業者に対する支援内容（案）                       
  

 今回の産業用地の整備は、選定された民間事業者が主体となって開発を行う手法であり、具体的

な開発箇所の選定、開発計画作成、地権者交渉、用地取得、造成工事、企業誘致、用地分譲等はす

べて民間事業者が実施することとし、市は、以下の内容等について支援する。 
  

（１）地区計画運用基準に関する特例的取扱い 

 公募エリアにおいて選定事業者が整備する産業用地を対象に、地区計画の建物・用途等の基準に

ついて、熊本県の指針と同等の取扱いを適用。 
  

（特例規定の内容） 

 

 

 

 

 

 

 

（集積推進エリア） 

・高速道路 IC、SIC から概ね半径 1km 圏内 

・大規模流通業務施設の指定路線沿線 

・既存工業団地や工場等集積地の隣接地 



 

事業者 本市 熊本県

① 事業計画（案） ② 土地利用調整

計画の策定

③ 地域経済牽引事業計画

④各種特例の適用
・農用地区域からの除外

・農地転用

・工場立地法の緑地率の緩和 等

（２）地域未来投資促進法を活用した各種特例の適用を支援 

 地域未来投資促進法に係る計画策定を支援することで、農用地区域除外、農地転用に係る特例的

取扱いや工場立地法の緑地規制の緩和等を可能とする。 
  

（地域未来投資促進法の制度スキーム） 

  

 

 

 

 

 

 

 
  

 
  

４ 想定スケジュール（最短）                           
  

 令和５年３月中に事業者提案の公募を開始し、８月までを目途に事業者提案の選定、基本協定の

締結を実施し、土地利用規制に関する各種の手続を開始する予定。 

 土地利用に係る各法規制に関する手続や造成工事、建築工事が円滑に進んだ場合に想定される

最短のスケジュールは以下のとおり。なお、計画の内容（事業規模等）や手続及び工事の進捗に

より変動があり得る。 
  

（１）令和４年度～５年度   

  令和５年３月 公募エリア公表、地元関係者への説明、事業者提案の公募開始 

      ６月 事業者提案の公募締切 

    ７～８月 事業者の選定、基本協定の締結、地権者等説明会 

    ９月以降 土地利用規制に関する各種手続に着手 

          （地域未来投資促進法に係る計画策定、農用地区域除外、地区計画策定等） 
  

（２）令和６年度以降   

  令和６年度 農用地区域除外、農地転用、地区計画策定、開発許可申請、 

        用地取得、造成工事開始 

  令和７年度 造成工事完了、建築確認、建築工事開始 

  令和８年度 建築工事完了（1 年と仮定）、操業開始 


